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1は じめに
平成10年 度 の 『大学図書館実態調査結果報告』によると、平成9年 度末
において、一次情報(原 文資料)の 電子化 をしている大学図書館 は、国立
大学32(32.3%)、 公立大学10(16.4%)、 私立大学54(12.2%)で ある1)。
私立大学 においては、資料 の電子化は進んでいない状況にある。
学術審議会は、1992年7月 『21世紀を展望 した学術研究の総合的推進
方策について(答 申)』、1993年2月 に同審議会学術情報資料分科会学術
情報部会が 『大学図書館機能の強化 ・高度化の推進 について(報 告)』 を
出 し、そ して、1996年7月 に電子図書館的機能の整備を中心に した、学術
審議会 『大学図書館 にお ける電子図書館的機能の充実 ・強化について(建
議)』2)(以 下、『建議』 とい う)が 行 なわれた。
『建議』が行われたことにより、特 に国立大学図書館 は大きな変貌 をと
げてい る。文部省は平成9年 度か ら筑波大学、京都大学 に先導的プロジェ
ク トの支援 として電子図書館経費 を計上 し、平成10年 度か ら新た に東京
工業大学、図書館情報大学、神戸大学をこれに加えた。なお、平成7年 度
か らモデル電子図書館の構築 として奈 良先端科学技術大学院 大学3)が す
でに予算化 され、進め られている。また、文部省の大学共同機 関である学
術情報セ ンター(1986年 発足)に おいて も、1995年5月 か ら電子図書館
サー ビスNACSIS-ELS4を 開始 した。文部省の電子図書館プロジェク トは
ホなかむら・せいや/文献情報課
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6つ の国立大学図書館 と学術情報センターである5)。
この小文では、資料の電子化が進んでいる国立大学図書館の状況を紹介
し、資料の電子化の方法、著作権処理の問題、さらに明治大学図書館の資
料の電子化について考えてみる。
2資 料の電子化
電子図書館のコンテンツの充実は、利用者に提供する資料の充実であ
り、資料としてどのようなものを揃えるかの問題である。それは電子図書
館の機能をどのようにするかが基本にあってのことであるが、電子図書館
の定義は一律ではない6)。 個別大学図書館に必要なのは一般的な定義よ
りも、自館の電子図書館構想である。しかし、現時点では、大学図書館の
多くが明確な電子図書館構想を確立するまでに至っていない。
ここでは、『建副 の中で取り上げられている 「資料の電子化の推進」の
検討、国立大学の全体的な状況の把握、さらに個別大学(筑 波大学)の 状
況を紹介する。
2.1『 建議』にみる電子化の対象資料
学術審議会の 「建議」というのは 「報告」より強力で、文部省はこの
「建議」に基づいて政策を実施 していく7,E)。学術審議会の 『建議』で述
べている資料の電子化の内容を検討するのはこのためである。
『建議』では大学図書館の資料を①資料保存機能の向上、②資料の有効
活用、③情報発信活動の支援、を目的とし、その 「電子図書館機能の整備
の方策」の一つとして 「資料の電子化の推進」を上げている。
「3(1)資 料電子化の推進」の 「②資料電子化の段階的 ・継続的な取組」
において 「電子的情報資料の収集及び所蔵資料の電子化は、それぞれの大
学の実情に応 じて、段階的 ・継続的に進めることが適当である。特に資料
の電子化については、利用頻度の高いもの、あるいは貴重資料や特殊コ
レクション等から順次着手するなど、段階的かっ継続的な取組が求められ
る」とし、「④電子化資料作成の支援」において 「学内研究者による研究
成果等の電子出版化を支援 ・促進する機能も重要であり、そのためには、
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電子化が情報作成者 のメリッ トともなるよ うな仕組みを検討す る必要があ
る」 としてい る。 また、「2(4)教 育活動への配慮」において 「カ リキュ
ラムや教育上のニーズを反映 した情報資料の収集、電子化など、大学の教
育活動 に即 した電子図書館機能の整備 が必要である。 このためには、十分
な利用者支援機 能を備 えた システムを構築す る必要があ り、また、 これは
教材 ・シラバス ・講義録等、学内の教育資源を管理す るシステムと有機的
な結合 を図れ るものであることがのぞま しい」とする。そ して 「3(1)③
資料電子化の効率的な実施」において 「資料の電子化に当たっては、その
対象資料や電子化の方式等 について、大学図書館間で十分 な連絡 ・調整を
行い、電子化作業の重複を避 けることが肝要 である」 と指摘 してい る。
ここに引用 したように、建議 のなかで電子化資料 として言及 され ている
のは、利 用頻度 の高いもの、貴重資料 、特殊 コレクシ ョン、さらに、間接
的な表現で学内研究者の研 究成果、教材 ・シラバス ・講義録等である。個
別大学図書館が電子化する資料 として、その大学で しか所蔵 していない資
料(貴 重資料、特殊 コレクシ ョン)、 その大学が電子化するのが適 当であ
ると認め られ る資料(学 内の研究成果)、 その大学が使用する資料(教 材 ・
シラバ ス ・講義 録等)を 指摘 している。また、資料の電子化 にあた り、著
作権処理についても考慮 してお り、これ らの資料が各大学において、著作
権処理が可能であるとの判断 もあった と考える。
2.2国 立大学図書館における資料電子化の動き
国立大学図書館における資料電子化の現状 と課題について、『資料電子
化の効率的な促進に関する調査報告書』(九州地区国立大学附属図書館電
子化推進連絡会議資料電子化の効率的な促進体制検討ワーキンググルー
プ)9)が 詳細に分析 ・記述 している。同書は、国立大学図書館99館(放 送
大学図書館、国立歴史民俗博物館、国立民族学博物館を含む)を 対象に、
アンケー ト調査を実施(ア ンケー トの回収は1998年7月1日)》 資料の電
子化の現状を明らかにし課題及び提言をまとめた報告書である。報告書は
31ペ ージに亘る詳細なものである。以下に、同書より国立大学の現状を
紹介する。
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(1)資 料の電子化の現状 電子化 している大学図書館52大 学(学 部図書館
を含む)(52%)、 電子化 していない大学(48%)。 電子化 してい る大学の
内訳でみ ると、8学 部規模 大学が15大 学(100%実 施)、5～7学 部規模大
学が8大 学(53%実 施)、 以下規模が小 さくな るに したがって実施大学が
減少 してい る。規模 の大 きい大学 から電子化が進んでいる様子がわか る。
(2)ホ ームペー ジでサー ビス している電子化資料(予 定も含む)51大 学
が116点 の資料 をホームページで提供 している。電子化資料を種類 ごとに
区分す ると、貴重書(古 文書 ・コレクシ ョン ・古写真等)が44%、 研究紀
要等の学内出版物が34%、 目次等の 目録類が17%、 広報誌が5%で ある。
(3)資 料電子化の基準(選 定の基準、優先順位、その他)資 料の電子化
の基準を決めている大学は3大 学(3%)。
(4)資 料電子化にかかわる著作権の処理 著作権に抵触しない資料を電子
化の対象にしたのが59%、 なんらかの処理を実施したのが33%、 検討中が
8%と なっている。
(5)電 子化 資料 の閲 覧方 法 一般 的 な ブ ラ ウザ ー(NetscapeNavigator,
IntemetExplorer)で 閲 覧 で き る32大 学(76%)、 そ の他 の方 法10大 学
(24%)。
アンケー ト調査の一部分を紹介 したが、報告書をまとめたワーキンググ
ループの検討課題は、将来の電子図書館も見据えた画像処理等の電子化方
式の検討、電子化対象資料について作成協力を含めた連絡調整体制の検討
の2点 にあり、その内容は詳細である。上記に紹介 した事項のほかに、著
作権処理について、画像(絵 画、古文書等)の 電子化について、テキス ト
(研究紀要等の学内出版物)、の電子化方式について、詳細に検討 ・分析が
なされている。なお、各大学が電子化 した資料へのリンク集も記載 されて
いる。
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2.3筑 波大学 の事例10)
筑波大学は1991年 に評議会の下に図書館電子化専門委員会及び電子 図
書館 システム研究班を設置 し、図書館 システム整備計画(平 成3～5年 度)
の策定、1994年 に評議会 の下に置 かれていた委員会を電子化推進特別委
員会 として図書館長の下に移 し、第2期 電子図書館システム整備計画(平
成6～8年 度)の 策定を行 った。そ して、データベースを学内ネ ッ トワー
クで提供、インターネ ッ ト上に蔵書検索サー ビスの開始、貴重誓約400冊
全文デー タベースの作成等が行われ た。
1998年3月 か ら電子図書館サー ビスを開始 した筑波大学電子図書館 は
WWW(WorldWideWeb)を通 じて行 うサー ビスであ り、附属図書館が提
供するWWWサ イ ト全体 を電子図書館 と総称 し、学内の研究成果や所蔵
資料 をイ ンターネ ッ ト上で公開する発信型 の電子図書館 を目指 している。
WWWの トップページは 「文献情報」 「全文情報」「リンク集」 「筑波大学
付属図書館のご案内」の4つ に分かれている11)。 電子化 された資料 に関
す るものは、 「全文情報」の下に位置づけ られている。内容は次の とお り
である。
(1)筑 波大学収集資料
① 貴重書等1998年3月 現在、貴重誓約800タ イ トル、11万3千 コマ以上
が電子化 され ている。画像データ、必要に応 じ釈文等のテキス トデータを
付加。
(2)筑 波大学生産資料
① 研究成果報告 特別プ ロジェク ト研究:図 書等24件 。学内プロジェク
ト研究:3件 。科学研究費 による研究:64件 。沖縄 の歴史情報:1件 。そ
の他:2件 。 いずれ もペー ジイメージ。
② 学位論文 筑波大学が学位 を授与 した286点 収録。全文情報 と、!Oジ
イメージ。全文はな く、抄録 だけの もの もある。
③ 紀要 紀要は208件 の うち17件 が全文情報 として リス トア ップされてい
る。ただ し、17点 の うちほぼ全巻を全文電子化 しているのは3件 であ り、
ほかの15件 は1998年 ～1999年 、または1999年 のみの全文 を電子化 を し
一54一
ている。なお、全文を電子化 していない巻号については内容 目次のみを提
供 してい る。いずれ もペー ジイ メージ。
④学事報告書等 図書24件 を収録、 うち23件 が全文情報、筑波大学教 育
計画室編刊の資料を中心 としてい る。ページイ メージ。1件 はテキス トデー
タ。
⑤ シラバ ス1999年 度のシラバス8冊 の全文を収録。ページイメー ジ。
(3)オ ンライ ンジャーナル610誌 の雑誌がWWW上 で閲覧できる。 学
内のみの利用。
電子化 されている資料については、OPAC(onlinepublicaccesscatalog:
オンライ ン利用者 目録)検 索結果 の 目録 をク リックす ると、全文情報 に
ジャンプするよ うに リンク付け してある。
3資 料電子化の処理方法
電子化する資料に よって電子化の方式が2つ 考え られ る。絵図、古文書
等の画像デー タとして処理す るもの と、研究紀要等のテキス トデー タとし
て処理す るもの とがある。研究紀要等の一部には画像、図、表が挿入 され
ているものもあり、資料によっては画像 とテキス トが混在す るものもある・
電子化対象資料には音楽、動画、 ビデオな どのマルォメディア情報もあ
るが ここでは取 り上げないこととす る。また、電子化の技術的項 目(画 像
入力の精度、画像データ量等)に ついては触れ ないので、以下で紹介す る
論文 を参照 していただきたい。
3.1画 像 デー タ
ここで述べる画像データは、貴重書(絵 画、古文書等)の 電子化処理で
ある。画像データの処理については京都大学の山田周治、忽那一代 「京
都大学附属図書館所蔵貴重書資料画像データベースの作成と公開につい
て12)」、東京大学史料編纂所の加藤友康代表 『WWWサ ーバによる日本
史データベースのマルチメディプ化と公開に関する研究』(科学研究費研
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.究成果報告 書13))に 詳細 な研究がある。前者 は画像データの作成方法、
イ ンターネ ッ ト公開について(ど う見せ るか)、 撮影 フィル ムか らの画像
データ作成テス ト結果等を報告 している。後者は、特に、横 山伊徳 「SHIP
forInternetに おけ る画像提供について一影写本デー タベース と錦絵デー
タベースにおける画像 ファイル」が参考になる。 『資料電子化の効率的な
促進 に関す る調査報告書』には各国立大学図書館の処理方式、入 力の精
度、デー タ量、処理上で気 のついた点等が報告 されている。
画像デー タは原資料 の複製である。画像 として複製す るのは、資料の
「保存機能の向上」、 「共同利用」にあ る。従って、 この 目的に沿 うために
は、画像が研究の対象物 として利用できるレベルの、現物 に近い情報を表
現す る必要がある。 「画像 は、もとの資料のもつ情報を どれだけ伝えるか
によって、画像入力の方法が変わって くる。例 えば、文字情報であれば文
字が読める レベル、絵画であれば細部まで判読できるレベル、紙質が研究
対象であれば紙質の違いを再現で きる レベル等である14)。」
原 資料 の情報 をどれだけ利用者に伝えるかによって画像処理の方法が変
わって くる。 「京都大学附属図書館所蔵貴重書資料画像デー タベースの作
成 と公開について」では、具体的に 「最低限」 「(1)文 字が全 て判読でき
ること(2)文 字 と汚れや 虫食いな どが判別 できること。元の文字 と後で
書き加えた文字や朱書きな どが、十分に判別できること。(3)絵 の部分が
細部 まで再現 され ていること15)」 をあげている。そ して、画像はディス
プ レイで見 るので、その品質条件 と して、色情報(カ ラー 、モ ノクロ)、
解像度、精度(階 調数、色数)の3つ を掲 げ、考察を加 えている。
画像デニ タの入力方式の代表的 なものは次の3つ ある。①デジタルカメ
ラによる方式、② フラッ トベ ッ ドタイプのスキャナーによる方式、③ フィ
ルムスキャナーによる方式(原 資料をマイクロフィルム等 にフィルム撮影
し、そのフィルムか ら画像 を取 り込む方式)と に分け られる。
『資料電子化の効率的な促進 に関す る調査報告書』 で画像(絵 画、古
文書等)の 電子化についてアンケー トを行っているが、その結果は、一度
マイクロフィル ムに撮影 してか ら電子化(11大 学)、 原資料を直接 スキャ
ナー入力 して電子化(9大 学)、 所蔵 してい るマイクロフィルムか ら電子
化(5大 学)、 原資料か らデ ジタルカメラに よる電子化(4大 学)、 その他
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の方式(15大 学)と なってい る。マイクロフィル ムか ら電子化 しているの
が16大 学(36%)で 最 も多い。原資料 を一度マイク ロフィルム等に撮影
してか ら画像の取 り込みを行 う理由 として、①情報密度が高い、②高画質
を確保できる、③ 品質が安定 し保存が よい、④将来の画像取 り込み技術の
高度化に対応 できる、⑤ 画像の再取 り込みができる、⑥撮影時の資料保護
の面か らもダメージの少ない方法であるとしてい る。また、写真 フィルム
としてカラーフィルムの利用を推奨 している。古文書や絵図等の彩色資料
の画像取 り込みに有効であり、紙の材質感、変色 、汚損、虫食い、朱書 き
等、白黒フィルムでは判読 しにくいものも、表現す ることが可能であ.る。
デジタルカ メラによる方式 は、撮影時点でのデジタルカメラの性能に
左右 され、カメラ技術の進展に対応 して、再度撮影を行 うことになる。原
資料をスキャナーで電子化する方法は資料 をいためることになる。京都大
学、史料編纂所 ともフィルムスキャナーによる電子化 を行 っている。
紹介 したraっ の文献は、原資料 を撮影するフィルムの選択か らインター1
ネ ッ トの公開までの全過程 について詳細 に論 じている。
3.2テ キ ス トデー タ
インターネ ッ トによる学術情報の流通を普及 させ る原動力 となったのは
WWWで ある。WWWは ハイパーテキス ト・システムであ り、ハイパーテ
キス トとは文書内にあるテキス ト文字列が さらに別のテキス トや ファイル
に リンクしてい る文書システムのことで、コンテ ンツがHTML(hypertext
markuplanguage)に よるものである。HTML形 式の論文はハイパー リン
クによ り論文同士の参照が簡単にで き、画像、音声な どのマルチ メデ ィア
論文が可能である。HTM五 形式にす るには、当然の ことなが ら、論文 自
体がテキス トデータでなければならない。 したがって、冊子体である研究
紀要類の論文をテキス トデー タとすることが必要であ り、このためにテキ
ス ト変換作業が必要 となる16)。 紀要等の電子化には次のよ うな方法 が と
られ てい る。
冊子体 として刊行 された研究紀要等の資料を電子化す る方式は①スキャ
ナーで入力 し画像 として電子化、② スキャナーで入力後、キャラクターへ
変換 し電子化、③ キーボー ドで入力 し電子化す る方式がある。② ③の方式
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がプ レーンテキス ト、HTML文 書への変換を可能 としている。
国立大学図書館 における研究紀要等の学内出版物の電子化を 『資料電子
化の効率的な促進 に関す る調査報告書』のアンケー トで見てみよ う。その
結果は、スキャナーで入力 し画像 としてそのまま電子化が9大 学(25%)、
スキャナー で入力後、キャラクターへ変換 し電子化が9大 学(25%)、 パ
ンチ入力 し電子化が4大 学(8%)、 その他が15大 学(42%)(PDFが5大
学、当初か らテキス トファイル が8大 学、電算写植データか らテキス ト変
換が1大 学、カメラで撮影 して画像 として電子化が1大 学)で あった。 「当
初か らテキス トファイル」の8大 学は、原稿をワー プロ等 によ り入力 され
てい るもので最近の刊行物 とお もわれ る。テキス トデ ータと して電子化
しているのは、スキ孝ナー入力後キャラクター変換の9大 学 と、パ ンチ入
力の4大 学、合わせ て13大 学(33%)で ある。キャラクター変換はソフ ト
ウェアの 自動変換率が100%で はないので人のチェックが必要である。パン
チ入力 は多 くの費用 と時間を要する。PDF(portabledocumentformat.
米ア ドビシステムズ開発)は 、マイ クロソフ トの0伍ce97の 文書や、Web
ペー ジ、画像 ファイルやスキャナーか ら直接読み込んだ画像か ら作成す
る、ペー ジイ メージのファイルである。強力なセキュ リテ ィ機能をもって
お り、テキス トや画像を選択 して二次利用 され ることや、印刷することを
避 けることも可能である。PDFは 、電子ジャーナルや企業の事業報告書
等で使用 されている。
4資 料の電子化と著作権
現在、図書館が行 っている電子 コピー機 による複製(図 書館 等における
複製)は 、「著作権 の制限規定」(著 作権法第31条)に 該当 し、著作権者の
承諾な しに行 うことが認め られている。.しか し、著作物を電子化(複 製)
し、電子図書館の コンテンツ(双 方向性 の送信)と して利用者 に提供する
には、著作権者 の 「複製権」、「公衆送信権」(同 第23条)の 利用許諾 を必
要 とす る。 このことが、電子図書館のコンテンツの収集、提供 に大きな制
約 となっている17)。
著作者 は、その著作物の複製す る権利 を専有す る(同 第21条)。 著作権
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は、著作者の死亡した翌年から起算して50年 間、団体名義の著作物は公
表された翌年から起算して50年 間が保護機関である(同 第51～58条)。
資料の電子化にあたり問題となるのは、その資料が著作権を有 している
際の著作権処理にある。国立国会図書館が白鯨所蔵のもの児童図書の電子
化にあた り、著作権処理を行っているが18)、 ここでは大学図書館の事例
を見てみよう。『資料電子化の効率的な促進に関する調査報告書』のアン
ケー トによれば、資料電子化にかかわる著作権の処理について、①著作権
に抵触 しない資料を電子化の対象としたのが30大 学、②何らかの処理を
実施 したが17大 学、であった。ここでの著作権に抵触しない資料とは、著
作権の保護期間を過ぎたもの(貴 重書もこれにあたる)で あり、各大学図
書館は著作権処理を必要 としない資料から電子化にあたっている。著作権
処理を実施 した大学は、その対象とした資料の大部分が研究紀要等の学内
出版物である。
現在、大学が発行する研究紀要等は、投稿時において著作権に関する投
稿規定、契約等が無いのが大部分であり、このため著作権は、編集著作物
として編集者が有しており、さらに個々の著作については著者が有するこ
とになる19)。従って、研究紀要等をホームページに掲載するには、編集著
作権者と原著作物の著作権者からの利用許諾(著 作権、公衆送信権)を 得
ることが必要 となる。ちなみに、学会誌は、大体において、人文科学系 ・
社会科学系は著作権が研究者にあって学会になく、自然科学系は学会が著
作権を保有している状態にある20)。それは実態として、自然科学系の学
会は、それぞれの学会誌の投稿規程に著作権は学会に帰属するとしている
ことによるためである。
実際に著作権処理を行 うにあた り 『資料電子化の効率的な促進に関す
る調査報告書』に掲載されている、2大学の文書様式が参考になる。九州
大学の 「著作物の利用に関する覚書」は農学部と附属図書館との間で交わ
したもので、農学部発行 「ESAKIA:KyushuUniversityPublicationsin
Entomoiogy」 の利用許諾に関してである。奈良先端科学技術大学院大学
の 「承諾書」は 「NAIST電 子図書館 レポー ト`97」 における著作者の執
筆箇所及び当講座が担当した箇所の利用承諾を、著作者 と附属図書館長
とのあいだで交わしたものである。また、筑波大学では、著作権処理につ
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いて学内規則 「筑波大学電子図書館システムへの登録に関する実施要項」
を定め、これに従い 「電子図書館システム登録申請書」の提出を受けてい
る21)。筑波大学の特徴は著作者に申請をしてもらうというところにある。
この申請者は発行責任者がなり、紀要の投稿規程あるいは原稿依頼文に電
子図書館システムへの登録をすることを記載し、個々の論文の著作者から
投稿時に許諾を得るようにしている。
各大学における研究紀要等の学内生産物については、今後、投稿規程
あるいは原稿依頼の時点で著作権処理を行 う方向へと進むものと考えら
れる。
各大学図書館のホームページで公開 している紀要等を閲覧してみると、
その傾向として、最近発行された巻号についての電子化であ り、全巻号を
遡及 して電子化 している例は少ない。また、ある巻号に収録されている論
文のすべてが電子化されているのではなく、目次だけのものもある22)。
これは、多分、電子化への技術的(テ キス ト、画像、図表等が混在 してい
る論文)対 応が困難なためか、著作権者の利用許諾を得られなかったため
ではないかと思われる。
資料を電子化 し、インターネットで利用者に提供する上での、著作者 と
図書館の著作権処理について紹介 してきた。ここで取り上げた著作権処理
は、著作者の著作財産権である 「複製権」「公衆送信権」の利用許諾につ
いてである。著作者は著作人格権と著作財産権を享有するが、著作人格権
について次に触れておく。
著作人格権は著作者の人格的利益を保護する権利である。筑波大学は
「筑波大学電子図書館システムへの登録に関する実施要項」の中で、デー
タの利用に際しては①情報の発生元を明示すること②著作物及びその表題
の表現を改変しないこと③著作者名及び著作権の表示を行 うこと④電子図
書館の利用者によるデータの複製(端 末機からのプリン トアウト、ダウン
ロー ド等)は 、調査 ・研究、教育又は学習を目的とする場合に限定するこ
とを明示すること、を遵守するとしている。①②③が著作者の著作人格権
に配慮したものである。前記の九州大学の 「著作物の利用に関する覚書」
の中にも同様の規定がある。
今後、大学図書館がカリキュラムや教育上のニーズを反映した資料(教
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材 ・シラバス ・講義録等、)の電子化を図る際に、著作権処理の問題は大
きな課題となる。大学図書館の多くは著作権処理の実務経験を持っていな
い。著作権処理の問題は単純なものではなく、個別、具体的に対処する必
要があり、慎重に行わなければならない。
この小文で扱 う問題ではないが、商業的な出版物を電子図書館のコンテ
ンツとするための著作権処理については、わが国の電子図書館のプロ トタ
イプを指向する奈良先端科学技術大学院大学の事例がある23)。 しかし、
個別大学が商業的な出版物を電子図書館のコンテンツとするのは(ネ ット
ワーク利用を含む)費 用面等から困難であり、いくつかの大学が共同利用
する体制を組んで交渉にあたることになるであろう。
5明 治大学図書館の取組み
明治大学図書館のホームページ24)に1田 古地図コ.レクシ ョンの古地図
が載 ったのは1997年 か らであ る。その後、図書館広報諸等の掲載が続 い
たが、図書館以外で発行 された学内成果の掲載については進展 をみていな
い。現状 と今後の展開について考えてみ る。
5.1現 状
現在、図書館のホームペー ジにおいて、画像、テキス トの電子化 され
た資料を公開 してい る。貴重書の うち、.藍田文庫古地図 コレクシ ョン4点
(『日本図』『日本海山潮陸図』『元禄 日本図』『改正 日本輿地路程全図』。藍
田文庫編纂委員会に より電子化)と 、学内研究成果の 『図書の譜:明 治大
学図書館紀要』がそれである。図書館広報関係の資料 も公開 され てい る。
電子化の手法は次のとお りである。」田文庫古地図コレクシ ョン4点 は、
35mmカ メラで撮影 し、その フィルムをフィルムスキャナーを使用 して電
子化 した。 『図書の譜:明 治大学図書館紀要』 は原稿募集時 に、図書館の
ホームページに掲載す るとことわ り、著作者か らの許諾 を得 ている。現
在、3号 まで刊行 されてお り、1号 はLaTeX2HTMLtranslatorによって
いる。2号 はLaTeX2HTMLtranslatorに よるHTML文 書 とPDF文 書の
2方 式、3号 はPDF文 書 で提供 している。
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当図書館では1991か ら貴重書 のマイ クロフィル ム化を進めてお り、和
漢書183リ ール 、洋書426リ ール を作成 し利用 に供 している。1998年 度
の文部省の助成金 を得 て、このマイクロフィルム資料か ら和書61i一 ル
(158タ イ トル)を 電子化 し、CD-ROMと イ ンターネ ッ ト用のファイルを
作成 した。近い うちに貴重書の一部分が、ホー ムページ上に公開され るこ
とになる。
5.2今 後 の 展開
明治大学図書館の 目録所在情報のデータベースには、.蔵書の約95%が 入
力 され、インターネ ット上にOPACと して公 開 している。『建議』の 「資
料 の電子化の推進」の最初に 「目録情報の遡及入力 の促進」が掲げ られて
お り、「目録情報は、所蔵資料 の電子化の基礎 とな るものであ」ると述べ
ている。 この点では、次のステップである資料の電子化に踏み出す基礎が
あると言 うことがで きる。なお、目録情報のほかに、現在行っている日本
近代文学文庫等 の資料紹介 も充実 させ てい くことが必要であ る。
図書館は、毎年学長へ提出する 「教育研究の年度計画書」において電子
図書館化の構想 を項 目としてあげて きたが、具体的 な構想の提示や、体制
づ く りは欠けたままであった。本年(1999年)、 図書館内にワーキンググ
ループを発足 し、具体的な検討 に入 ることにな る。
貴重書の うち盧田文庫古地図コレクションは実験的に開始 した電子化で
あるが、当図書館が地方史 ・誌関係の収書を行っている関連か らも、本格
的な実施が望まれる。今回、貴重書のマイ クロフィルムの10%が 電子化 さ
れたが、残 りのマイ クロフィルムについて も電子化が必要であ る。近々公
開 され るマイ クロフィルムか ら電子化 された貴重書の利用結果 に期待 し
たい。
学内研究成果 の電子化を進めるにあた り、当面考え られ るのは、当館か
ら学術情報セ ンターへ 「学術雑誌 目次速報データベース」に収載す る研究
紀要等の 目次情報 を送付 していたが、 この本学刊行物12誌 の全文電子化
である。具体的には、法学論叢、MeijilawJournal、 明大商学論叢、政経
論叢、文芸研究、駿台史学、経営論集 、人文科学論集、明治大学教養論集 、
明治大学理工学部研究報告、明治大学農学部研 究報告、明治大学短期大学
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紀要である。著作権処理の問題があり、発行者との協議が必要である。前
記以外の本学刊行物や学位論文について、著作権処理が速やかに行われれ
ば、著作権処理の済んだものから電子化してもよい。また、全文の電子化
を待たずに、著作権処理の必要がない目次情報を電子化 し、発信すること
が考えられる。
シラバスは、数年前から冊子体として刊行 しているので、この電子化、
公開は発行者との協議により電子化が可能である。教材関係(講 義で配布
する資料等)の 電子化についても検討が必要である。
学内研究成果、シラバス等について、これから刊行されるものは原稿を
ワープロ等で作成するか、または電算写植等にすれば、それから電子図書
館のコンテンツとするのは容易である。このための著作権処理を行ってお
く必要がある。
いくつか電子化する資料を上げてきたが、図書館以外にも、例えば刑事
博物館、考古学博物館、商品陳列館等、資料 ・展示物を所蔵 している部署
が大学の中にある。これ らも電子図書館のコンテンツとして公開すること
が望ましい。
現在、電子図書館化の構想は図書館で検討しているが、技術資源の効率
的活用、費用の効果的投入等を勘案すると、図書館を中心とした全学的な
体制 ・事業への展開が必要である。
6お わ りに
資料の電子化にあたり、大学図書館がどのような資料を電子化するかの
共通目標を 『建議』が示した。利用頻度の高いもの、あるいは貴重書、特
殊コレクション、さらに、間接的な表現で学内研究者の研究成果等、教材 ・
シラバス ・講義録等である。 「利用頻度の高いもの」は各図書館によりそ
の対象資料は異なるので、各図書館で検討することになる。
全国の大学図書館に所蔵 している貴重資料、特殊コレクションが一斉に
電子化されれば、研究に与える効果は計 り知れない。 しかし、各大学図書
館は個々の大学図書館の利用者を対象としてお り、特に費用的な手当てが
なければ、各大学図書館の論理、運営に従って行動 し、直ちにそのような
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結果には至らないであろう。現在行われている国による助成金等の継続的
支援が求められるところである。
学内研究者の研究成果等、教材 ・シラバス ・講義録等については、各大
学の問題 として個別的に対応せざるを得ないものである。これは図書館の
問題であると同時に、資料の発生源からみれば、発行元である大学の問題
でもある。すでに刊行された資料は別 として、今後発行されるものについ
ては、原稿時点からインターネットに公開されることを前提 として運営さ
れれば、電子化、著作権処理についての解決することができるのである。
特に、著作権処理については、他大学の先行事例もあり、実行する必要が
ある。ン
学内研究者の研究成果等、教材 ・シラバス ・講義録等についての電子化
にあたっては、技術資源の効率的活用、費用の効果的投入を図るため、組
織 ・運営の集約化が必要であろう。
インターネットの利用により、他の機関で電子化された資料は(市 販の
を含め)、その機関のを利用することが可能とな り、必ずしも重複 して電
子化する必要はない。図書館間での電子化作業の重複を避けるため、電子
化対象資料、電子化の方式等について図書館間の十分な連絡 ・調整が望ま
れる。このことを積極的にとらえれば、各図書館が共通して利用する資料
については、共同事業として資料の電子化を図ることも考えられる。
この小文では、図書館が所蔵している資料の電子化について述べ、市販
の電子化 された資料の購入については触れなかった。近年の増加 している
電子ジャーナル25)、データベースは、図書館がその導入を図ることによ
り、電子図書館化へと向かう先導的な役割を果たしていくであろう。
図書館が所蔵 している資料の電子化、市販のデータベースの購入(ネ ッ
トワーク利用も含む)、そのいずれも、電子図書館のコンテンツとして、
どんな資料を、どのように利用者に提供するかが電子図書館の役割の一つ
である。コンテンツなくして電子図書館は成立しないのである。
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